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まえがき 

このブックレットは、日本の科学技術・学術政策の議論に役立てるために、科学技術政策研究所の

報告を中心に科学技術・学術に関連する現状、問題点、要因について、エビデンスベースで簡潔

にまとめたものである。  

 

科学技術・学術審議会総会の議論より 

 科学技術の指標が低迷していることは明白。科学論文の量、質、費用対効果は芳しくない。

個人の生産性、創造性が低迷しているのではないか。特に主力である国立大学の指標の低

下が影響している。もはや個々の研究者や機関の対応では間に合わず、大幅なシステム改革

が不可欠。優れた若手、女性、外国人の思い切ったリーダーへの登用が必要。アカデミアは、

伝統的な意味での学術の発展、進化に貢献しなければいけないが、現実社会からの要請に

も応える必要がある。 

・国費による研究活動の費用対効果が国際ベンチマークから見て低い。ファンディングエー

ジェンシーとも連携した検討が必要。 

・人材養成における需給のミスマッチが、いっこうに改善される気配がない。学際活動、産業

界、グローバル環境に適応できない状況が長く続いている。 

・アカデミアのイノベーションへの貢献度が低い。アカデミアが経済成長に直接的に関与する
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1.1.  論文生産の量と質論文生産の量と質  

(2)日本は論文数等の伸びが英米独等より低い 

(1)日本は量、質、共に相対的にポジションが低下している 

国・地域別論文発表数：上位10ヶ国・地域（全分野） 

主要国における論文数、Top10%補正論文数、Top1%補正論文数の伸び率 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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(3)論文の質において日本と英独との差は国際共著によっている 

日本において国立大学は全論文の50%弱、Top10%論文の53%を生み出している。企業の論文数は

10年の間に半減した。ただし、企業論文のシェアは大きくないことから、全体への影響は少ない。

一方、独法の論文数は10年間に大きく伸びた。 

(4)日本の研究論文の約7割は大学から生まれている 

○米国の国際共著は30％くらいであるが、米国は国内研究であっても構成員は多国籍化している。 

○英独の国際共著率は、そろそろ上限に近いとみられるが、日本は“伸び代”が大きいと言える。 

○科研費研究の国際共著を増やす方策は、有効性が高いとみられる。また、水準が向上しているアジアを対

象とする国際研究協力のグラントを日本が先導して創ることも有力な方策。 

主要国の論文とTop10%補正論文における国内・国際共著論文の内訳 

全分野の機関別論文シェア（％） 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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2. 2. 大学の研究費の状況大学の研究費の状況  

我が国の科学技術関連予算は増加しているものの、他国の伸び率はより大きくなっている。

研究費の政府負担割合が他国と比較して低いままとなっている。 

英米等の大学部門における研究開発費は大幅に増加しており、2000年時点を基準にみる

と、日本が1.05倍に対して、米国が1.43倍、英国が1.56倍、アジアは2倍以上となっている。 

(1)日本の科学技術関連予算は増えているが、米国やEU等はそれ以上 

(2)主要国における大学部門の研究開発費で伸びの差が大きい 

日本はOECD統計における研究開発費。研究への専従換算値を考慮した人件費の補正が行われた値。国際比較にはOECD統計を用いた方が良い。 

出典：科学技術政策研究所 「科学技術指標2012」 調査資料214  

主要国における大学部門の研究開発費  

出典： 文部科学省「科学技術要覧」 

出典： 科学技術政策研究所「科学技術指標2012」 調査資料214 
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競争的資金の推移 

国立大学等の内部使用研究費における外部資金割合の変化(自然科学系) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注1: 外部資金とは受託費、科学研究費、補助金、交付金等をいう。ただし、国立大学が国から受け入れた運営費交付金及び施設整備費補助金は含まれない。 

出典：総務省、科学技術研究調査にもとづき科学技術政策研究所が集計 

競争的資金総額は2009年度（平成21年度）まで増加傾向にあったが、その後減少に転

じている。 

国立大学等（自然科学）の内部使用研究費の伸びは1999年以降鈍化している中で、そこに

占める外部資金の割合が急増している。 

(3)大学の研究費における外部資金割合の急増 

出典： 内閣府ホームページより (http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/innovation/jinzai/5kai/siryo3-1.pdf) 
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出典：日本学術振興会ホームページより (http://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/27_kdata/data/1-1_h24.pdf 

科学研究費補助金予算額の推移 

(4)大学の論文のうち、科研費を用いているものは増加しているが、そ

れ以外は減少している 

科研費とWoS（論文データベース）の関係、および分析対象 

出典：科学技術政策研究所 「科学研究費助成事業データベース(KAKEN)と論文データベース(Web of Science)の連携によるデータ分析」 第7期科学技術・学術審議会研究費部会 資料4  
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科研費を利用して生み出された論文について調査を行った結果、WoS‐KAKEN論文数

（大学関与あり、なし）は1990年代後半から増加している。一方、WoS‐非KAKEN論文

（大学関与あり、なし）は2000年代に入ると大きく減少している。 日本の論文産

出において、WoS‐KAKEN論文（大学関与あり）の占める割合が1990年代後半以降増加

している。 

科研費と論文生産の関係 

○大学部門は研究者数の伸び相当には論文数は増加している。 

○英国やドイツは論文数の増加より投入資金の増加が大きい。 

○海外が投資を拡大している中で、日本としても大学への投資拡大は不可欠。その際、日本の科研

費以外の資金による論文が減少していることに注目し、原因を探るべき。外部資金と内部資金の

バランスは、大学分類により最適値が異なる可能性もあり、この見通しによる向上の可能性も考

えられる。 

出典：科学技術政策研究所 「科学研究費助成事業データベース(KAKEN)と論文データベース(Web of Science)の連携によるデータ分析」 第7期科学技術・学術審議会研究費部会 資料4  
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33. 大学集団の内部構造. 大学集団の内部構造  

(1)論文生産を担う第２集団の層が日本は薄い 

各国の大学システム中の各グループのシェア 

英国の各分野における総支出額の高い大学リスト （単位：千ポンド） 

(2)英国の第2集団の大学のいくつかは特定分野で第1集団の大学に匹

敵する研究資金を有する 

日本                       英国 

日本では、論文生産の量質両面において第１グループが大きな役割を果たし、第2グルー

プがそれに続いている。その一方、英国では第２グループの層が厚く、論文生産の量質

面において、第2グループのシェアが、第1グループを上回っている。 

英国の各分野における総支出額の高い大学リスト （単位：千ポンド） 

       化学分野の研究資金              化学工学分野の研究資金 

出典：科学技術政策研究所 「日本の大学に関するシステム分析」 NISTEP REPORT No.122 

出典：科学技術政策研究所 「日本の大学に関するシステム分析」 NISTEP REPORT No.122 
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(3)拡がる大学間格差 

論文生産数上位40大学における科研費関与の論文数の推移 

すべての大学で各機関の論文に占める科研費の関与する論文（WoS-KAKEN論文）の割合は

増加しており、科研費の役割が大きくなっている。東京大学から金沢大学までの15大学

は、論文全体としては増えているが、科研費の関与しない論文（WoS-非KAKEN論文）数が

すべて減少しており、科研費が関与する論文数が伸びが増加に寄与している。それ以降

の大学では、科研費の関与しない論文数の減少分が大きく、大学としての論文数の低下

に繋がっているケースがある。また、科研費の関与しない論文が減少していない大学は

私立大学となっている。 

出典：科学技術政策研究所 「科学研究費助成事業データベース(KAKEN)と論文データベース(Web of Science)の連携によるデータ分析」 第7期科学技術・学術審議会研究費部会 

資料4  
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(4)日本は分野を問わず論文数上位大学が固定されている 

全体および8分野において、各大学の各国内での論文数の順位を調べると、図のようにな

る。赤色は1‐10位、オレンジ色は11‐20位、水色は21‐30位を示している。 

日本は、全体および各分野とも1‐10位に入っている大学はほぼ固定されているが、ドイツ

では分野によって上位に位置する大学が異なる。 

日独における分野別論文生産 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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(5)日本は分野を問わず競争的資金獲得の上位大学が固定されている 

出典： 
DFG: Funding Ranking 2009 Institutions – Regions – Networks 

(http://dfg.de/download/pdf/dfg_im_profil/evaluation_statistik/
ranking/ranking_2009/gesamtbericht_en.pdf), 

 Table 3-1:Ranking analysis of the 40 HEIs with the highest volume of 
DFG awards 2005 to 2007 by reporting periodを用いて集計 

出典： 

科学研究費助成事業: 研究機関別配分状況一覧(http://

www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/27_kdata/data/3-4-1.pdf) 

 研究者が所属する研究機関別採択件数・配分額一覧

（平成24年度新規採択＋継続分）を用いて集計 

 注）平成24年度科学研究費のうち、「奨励研究」を除く

研究課題（新規採択＋継続分）の当初配分について分

類したものである。 

DFG: Funding Ranking 2009 Institutions – Regions – Net-

works 

(http://dfg.de/download/pdf/dfg_im_profil/

evaluation_statistik/ranking/ranking_2009/

gesamtbericht_en.pdf), 

 Table 3-2:Ranking analysis of the 40 HEIs with the 

highest volume of DFG awards 2005 to 2007 by funding 

programmeを用いて集計 

日独における競争的資金の分配 

ドイツにおける競争的資金(DFG awards)獲得上位40高等教育機関 

○日本の大学は第2集団の厚みが不足しており、合わせて30程度の研究大学を育成していくことが必

要。ここで研究大学とは、ある分野において一定の資金と人材を有し、成果面で世界の上位大学と

競争し得るものを指す。 

○強い第2集団の大学群を形成していくため、第2集団や第3集団の大学のみが応募資格を持つ資金も

検討する余地がある。 

○ドイツのアウトプット面の成功には、大学に対する連邦政府の統合的な資金プログラム（エクセ

レンスプログラム）が展開されたことが大きく寄与。日本も支援システムの統合等により、政策メ

ニューの一層のインパクト向上を図る余地がある。 
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4.4.  分野特性の構造分野特性の構造  

 
(1)量的に拡大している分野がある一方で、マイナスに転じた分野もある 

(2)分野別のランキングの変化 

整数カウント 

分数カウント 

日本の各分野の論文数、Top10%補正論文数、Top1%補正論文数の伸び率 

国別論文数ランキングにおける日本の順位 

（1999-2001年[始点]と2009-2011年[終点]） 

出典：科学技術政策研究所 「科学研究費助成事業データベース(KAKEN)と論文データベース(Web of Science)の連携によるデータ分析」 第7期科学技術・学術審議会研究費部会 資料4  

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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多くの分野の第2,3層で、論文の量・質の停滞および減少傾向が見られる。一方、物理

学での上昇は上位大学のみでなく、第2層の大学も上昇していることによっている。 

(3)第2層、第3層の大学に課題がある分野が多い 

○化学は論文数は減少しているが、最近の科研費の分析では他の分野に比べて英文論文も多く、

Top10％論文の比率も高いことがわかった。これは現在研究の中心となっているPIは優れているが、

後継の研究者集団の数が充分でないことを示している可能性がある。 

○このように分野により状況が異なることを踏まえ、分野毎に中心学会等とともに問題点の分析を深

めていくことが必要である。 

（例：2013年3月24日日本化学会春季年会特別シンポジウム「我が国発の化学論文が減り続けてい

る！何が起こっているのか、我々は何をなすべきか。」科学技術政策研究所共催) 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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5.5.  日本の研究の国際化日本の研究の国際化  

(1)国際共著率が低い日本 

(3)国際共著論文は国内論文に比べて被引用数が多い 

(2)日本はポストドクター・大学院生のみで人材の国籍多様性が進展 

（注）整数カウント法による。多国間共著論文は、3ヶ国以上の国の研究機関が共同した論文を指す。 

国内論文：著者がその国の研究者のみで構成されている論文 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 

出典：科学技術政策研究所 「科学における知識生産プロセス：日米の科学者に対する大規模調査からの主要な発見事実」調査資料203  

主要国の国際共著率と国際共著論文数 

国内論文と国際共著論文の論文当たり被引用数 
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米国の論文から見た国際共著相手を見ると、日本の位置づけが低下している。一

方、同じアジア圏の中国は、米国の国際共著相手として、存在感を高めている。 

  

(4)米国の国際共著相手として、日本の位置が低下 

米国 

日本 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 

出典：科学技術政策研究所の調査より作成 
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ポストドクター期間中の年平均論文数（調査期間：2007年11月～2008年1月） 

海外への派遣研究者総数は増加傾向にあり、2008年以降約14万人で推移してい

るが、中長期派遣研究者数は2000年度（約7.6 千人）以降大きく減少している。 

(5)中長期海外派遣の減少 

日本で研究活動に従事するポストドクターにおいて、ポストドクター期間中の年平均

論文数は海外での研究経験を有する者のほうが高い。 

出典： 文部科学省「国際研究交流状況調査」より抜粋 

項目 査読付論文 うち筆頭著者 

全体（1035名） 1.60  0.74  

博士号取得機関 

現在の所属と同一機関（349名） 1.59  0.79  

現在の所属とは異なる国内他機関（658名） 1.52  0.67  

現在の所属とは異なる海外他機関（28名） 3.82  1.81  

他機関でのポストドク

ター経験の有無 

経験なし（675名） 1.42  0.70  

国内他機関のみ経験あり（263名） 1.56  0.68  

海外他機関で経験あり（97名） 3.01  1.21  

期間別海外派遣研究者数の推移 

出典： 科学技術政策研究所 「ポストドクター等の研究活動及び生活実態に関する分析」調査資料159  
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WPI拠点における外国人研究者数の推移と割合 

(6)WPIにおける高い国際化と論文生産 

各拠点とも内外より人材を獲得。研究者の30～50％が外国人。世界トップの大学等と

同等あるいはそれ以上の質の高い論文を輩出している。 

 

出典： 文部科学省 世界トップレベル研究拠点プログラム中間評価結果・平成22年度フォローアップ結果」（http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/23/12/__icsFiles/

afieldfile/2011/12/14/1314068_02_2_1.pdf) 

WPI拠点から出た論文のうち被引用数が多い上位1%にランクインする論文の割合 

○若手研究者が海外のポスドク等に出るのをためらう理由として、日本の大学でのポスト獲得に不利

になることがあげられている。 

この点は、例えば新規の教員の採用に当たっては、海外での研究経験を重視するというようなガイド

ラインを導入すれば改善できる可能性がある。 

○日本の研究者の中で生誕国が多様化しているのはポスドクであり、その中の優秀な人材が教員ポス

トにつきやすい道を充実させるべき。 

○WPIでは研究者国籍の多様化とともに質の高い論文の産出割合も高いという状況が生まれており、

論文数上位の大学の既存の部局の一部を対象として、WPIに近づく努力を支援してはどうか。いずれ

にしても、国際化を推進するためには拠点方式が有効。 

注：機関（先行5拠点）における各年度末時点の外国人研究者数の推移、および24年3月末現在の研究者総数に占める外国人研究者の割合。人員は24年3月末現在 

出典：WPI Project Progress Reportを元に文部科学省作成  
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6. 6. 日本の研究者の構成日本の研究者の構成  

(1)日本の大学研究者数は増加傾向にあるが、その状況は国立大学と私

立大学で異なる 

産業も含めた日本の研究者数を2002年と2012年で比較すると、研究者数合計では約79万2千人か

ら89万2千人へと13％増加している。 大学については国立大学と私立大学ともに教員数、博士課程

在籍者数が増加しているが、医局員数では国立大学での伸び率は高いが私立大学では減少してい

る。 

2002年、2012年における日本の研究者数(HC、ヘッドカウント値)  

国立、私立、公立大学における教員、博士課程在籍者、医局員・その他の研究員別の研究者数(兼務者を除く)  

全大学、国立大学、私立大学における年齢階層別本務教員比率の推移  

(2)若手大学教員の比率の減少が続いている 

出典：総務省「科学技術研究調査」、2002年、2012年をもとに科学技術政策研究所で作成 

出典：科学技術政策研究所 「科学技術指標2012」 調査資料214  
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(4)減少に転じた大学院博士課程への入学者数(自然科学系) 

人口100万人あたりの博士号取得者数 

(3)諸外国に比べて少ない博士号取得者数 

大学院博士課程への入学者数の推移(自然科学系) 

有識者への定点調査では、 

・研究開発職の魅力の低下 

・望ましい能力を持つ人材が博士課程

を目指していない 

と認識されている 

有識者への若手研究者の育成にかかわる質問 

2008年度の日本における人口100万人当たりの博士号取得者数は131人である。 

出典：文部科学省 平成22年版 科学技術白書 

○国立大学において、“団塊”を構成した世代が2～3年のうちに退職していくので、この“枠”を全

体としてどのように活かすかの方策検討が急務（個別の大学に任せておくのみでは全体として持続性

のある人員配置になるとは限らない）。 

○貴重な高度専門人材である博士号取得者について、米国や英国のようにこれを追跡し、キャリアの

状況を把握できるシステムを整備すべき。 

（NISTEPで一部大学の協力の下で試験的なシステム運用に着手しつつあるが、本格化には行政の一層

のコミットメントが必要。） 

出典：科学技術政策研究所 「科学技術指標2012」 調査資料214  

出典：科学技術政策研究所 「科学技術の状況に係る総合的意識調査(定点

調査2009)」 NISTEP REPORT No.136 
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7. 7. 研究チームの分野と国籍の多様性研究チームの分野と国籍の多様性  

(2)米国ほどポストドクター等若手研究人材を活用できていない 

出典： 科学技術政策研究所 第5回科学技術政策研究レビューセミナー 「研究チームに着目した『科学における知識生産』

の分析 ～大規模科学者サーベイから見えてきた日米の相違点と類似点～ 」より抜粋 

研究チームがカバーする専門分野（10分野分類） 

(1)分野の多様性が低い 

米国では、特に物理系分野においてポストドクター等若手研究人材が筆頭著者として貢献

する割合が高い。 

論文生産における筆頭著者の職位別内訳 
日本（大学、物理系分野）              米国（大学、物理系分野） 

トップ1%論文 (158) 

 

 

通常論文 (448) 

トップ1%論文 (129) 

 

 

通常論文 (298) 

トップ1%論文 (66) 

 

 

通常論文 (270) 

トップ1%論文 (59) 

 

 

通常論文 (177) 

日本（大学、ライフサイエンス分野）          米国（大学、ライフサイエンス分野） 

修士または学部学生 

博士課程学生 

ポストドクター 

助教レベル 

准教授レベル 

教授レベル 

その他 

出典： 科学技術政策研究所 第5回科学技術政策研究レビューセミナー 「研究チームに着目した『科学における知識生産』の分析 ～大規模科学者サーベイから見えてきた日米の相違点

と類似点～ 」より抜粋 
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(3)工学分野では世界の研究領域の変化に日本は対応できていない 

1990年代、米国のIEEEのソサエティを論文数から見ると、デバイスや物性系が2/3を

占め、情報・通信系は1/3であった。この当時、日本はデバイス、物性系で大きな

シェアを持ち、全体として米国に次ぐポジションにいた。しかし、2000年代に比率

は逆転し、情報・通信系が約半分を占めるようになったが、日本は依然デバイス系が

主流で、結果として、存在感は韓国、台湾等を下回るようになった。 

(4)サイエンスマップにおいて、日本の参画領域は英独よりかなり少ない 

日本は英独に比べて、ホットな研究領域への参画が少ない。特に日本と英独の参画し

ている研究領域数で差をつけられているのは、英独との差が大きいのは学際的・分野

融合的領域と臨床医学である。 

研究者の意識調査でも基礎研究の多様性の減少に対して危惧が示されている。 

日英独の参画領域数の比較            基礎研究の多様性に関する意識 

○研究に参画する研究者の分野多様性を高めていくためには、ある程度の規模をもつ研究の比率の

向上など、多様性を向上させる資金制度設計を考えるべき。 

○研究者が新たな領域にチャレンジしていくことを支援するようなファンディングを検討すべきで

はないか（例えば米国の“ニューカマーグラント”は新規参入研究者（若い人とは限らない）を対

象とする）。 

出典： 科学技術政策研究所 「IEEEのカンファレンスと刊行物に関する総合的分析-成長・激変する世界の電気電子・情報通信研究と日本-」 調査資料194 

IEEE刊行物の分野構造の変化 

出典： 科学技術政策研究所の調査より作成 
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8. 8. 大学研究者の研究時間大学研究者の研究時間  

(1)研究時間の減少 

(2)広がる研究時間の大学間格差 

国立七大学(北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州

大学)とその他国立大学に分けて状況を見ると、七大学での研究時間は47.6%であるが、その

他国立大学では38.3%であり、低い数値であるとともに減少幅が大きい。 

国立七大学、その他の国立大学における活動別年間平均職務時間割合 

国・公・私立大学の学部教員の職務活動時間の割合 職位別・活動別年間平均職務時間割合（全大学） 

出典： 科学技術政策研究所「減少する大学教員の研究時間―『大学等におけるフルタイム換算データに関する調査』による2002年と2008年の比較―」 DISCUSSION PAPER No.80 

出典： 科学技術政策研究所「減少する大学教員の研究時間―『大学等におけるフルタイム換算データに関する調査』による2002年と2008年の比較―」 DISCUSSION PAPER No.80 
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大学の基礎研究力を強化するために優先的に実施すべき取り組み(大学、公的研究機関回答者) 

(4)研究者も基礎研究力の向上に研究時間が重要と認識 

(3)研究時間の少ない医学臨床系 

○大学教員の研究時間の減少は、特に第2集団で顕著である。大学の多様な社会的ミッションに対応し

つつ、研究時間を確保していくためには、以下の方策が求められる。 

①教員の業務分担の柔軟化（例えばある教員は一定の時期において研究を業務の中心とすることがで

きるなど）に組織としての大学が取組めるようにすること。 

②学部単位等で必要な会議をある曜日に集中させる等“時間の質”を高めるための“カイゼン”を行

うこと。 

③各種専門的事務処理等を行えるすぐれた専門家を安定的に雇用できる環境を整えること。  

年間平均の活動別時間割合（全大学） 

出典： 科学技術政策研究所「減少する大学教員の研究時間―『大学等におけるフルタイム換算データに関する調査』による2002年と2008年の比較―」 DISCUSSION PAPER No.80 

出典： 科学技術政策研究所の調査より作成 
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9. 9. 研究活動を支える施設・設備・機器研究活動を支える施設・設備・機器  

 

(1)求められる汎用施設・機器の更なる共用化 

[海外の事例] スタンフォード大学の機器共用の特徴 

 

● 共用される機器は汎用性の高い機器である  

● 利用者から徴取する「機器の使用料」が施設の運営費にあてられている  

● 新しい機器の購入等の費用はNSFやNIHの機器共用に関する競争的研究資金を獲得して支出する  

● 施設の運営・管理スタッフ等の専門人材は専任のパーマネント職として大学に直接雇用されている  

研究施設・機器の分類と共用に関する制度や事業 

政策的対応あり 

 

 

 

政策的対応なし 

大学における機器等の購入費は2010

年度まで増加傾向にあった。我が国の

研究開発力の強化及び効率性の向上

を図るために「研究開発システムの改革

促進法」が2008年に施行され、先端研

究施設共用促進事業をはじめとする各

種事業により共用化への取り組みが始

まっている。しかし、汎用的な施設・機

器については政策的な対応は遅れてい

る。 

 

 

大学の機械・器具・装置等の購入費の推移 

出典： 総務省「科学技術研究調査報告書」 
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(2)選ばれる海外製機器 

13

9

29

17

32

30

16

30

10

14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ライフサイエンス以外

ライフサイエンス

ほぼすべて

7～8割

半数程度

2～3割

ほとんどない

  

 
計測分析技術は、世界最先端かつ独創的な研

究成果を創出するための重要なキーテクノロ

ジーの一つである。特にライフサイエンスの領

域では、次世代シーケンサーの性能の目覚まし

い向上によって、膨大なゲノム情報を短期間で

解読し、疾患原因遺伝子を特定できるように

なった。しかし、ライフサイエンスの研究現場で

は日本製機器の使用割合は低く、海外製機

器、特に米国製機器が多用されている。性能が

優れており、研究領域のスタンダードであること

が海外製機器が選ばれる理由となっている。  

海外製機器を選ぶ理由 （上位2つまで選択）  

日本製機器の使用割合 

○特に第2層、第3層の大学において“汎用的な研究施設・機器の共用拡大”に向けた支援策を再構築

することが必要。 

○この共用は、①大学スタートアップの支援、②若手や転入教員の研究の迅速な立ち上げ、③支援要員

の安定的な雇用につながることが期待される。 

○海外製の機器に対応する日本製機器については、単にその販売量をみるのでなく、価格高騰の防止効

果等にも配慮した開発・評価施策を講ずることを考えるべき。 

出典： 科学技術政策研究所 「ライフサイエンスにおける先端的計測・分析機器の使用に関する国内研究者意識」 科学技術動向（2012 年7・8 月号） 
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10. 10. 大学とイノベーションの関わり大学とイノベーションの関わり  

(1)大学発ベンチャーの設立数の減少 

国立大学等における共同研究実施件数の推移 

(2)大学発特許出願数の減少 

(3)国立大学の共同研究は増加傾向にある 

国立大学等における共同研究の実施件数(うち、約85%は民間企業との共同研究)は、近年

増加傾向がみられる。 2003年度と2011年度では1.9倍に伸びている。 

出典：文部科学省 平成18年度～平成23年度「「大学等における産学連携等実施状況について」をもとに科学技術政策研究所で作成 

出典：文部科学省 平成23年度 「大学等における産学連携等実施状況について」 

出典：独立行政法人 科学技術振興機構 「産学連携データブック2011～2012」をもとに科学技術政策研究所で作成 

大学等発ベンチャーの設立数累計 

大学の特許出願数、特許権保有件数  



26 

 

産学連携研究プロジェクトによる研究成果の企業での活用、展開状況を分析したとこ

ろ、産学連携フォローアップ研究の実施率は42%、産学共同特許の商業化率は16%との

結果が得られている。  

(4)産学連携が商業化につながり始めている 

産学連携研究プロジェクトの企業内での活用・展開状況と価値（企業規模別）  

各県別、大学・高専と連携経験がある場合の産学連携の開始時期別の企業数割合 

(5)国立大学と地域企業の連携は急速に拡大 

国立大学と地域企業がどのように連携しているのか、10県 (鹿児島、山形、群馬、長

野、愛知、岐阜、三重、福井、岡山、広島) における調査結果によると、約30-50%の割

合で大学と地域企業の連携が認められた。また、その多くが2005 年以降から開始して

いる。産学連携のきっかけとしてはコーディネーターからの紹介の割合も高い。 

出典： 科学技術政策研究所の調査より作成 

出典： 科学技術政策研究所の調査より作成（途中経過 
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○国立大学の法人化の後、大学と地域企業の連携は着実に拡大しており、これにコーディネータ等

の導入政策が寄与してきている。 

○大学、企業の共同研究から生まれた特許が、企業内で発展し、生産等に活かされる事例も多く

なっている。 

○大学発のベンチャー数は、低い水準になっており、産業全体での起業環境の装備と連動させて

2005年頃の水準への復帰をめざすべき。 

○このような基盤を更に充実させつつ、今後は優れた事例を広くわかりやすく発信し、社会的認識

を高めていくことが必要。 

産学連携のきっかけ【事例 広島県n=93】   

(6)“ナイスステップな研究者”をみても大学発のイノベーションの芽は

着実に拡大 

出典： 科学技術政策研究所の調査より作成 
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